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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、第93期中、第94期中、第93期及び第94期に

ついて潜在株式が存在しないため、第95期中については１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

３．第95期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回   次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会 計 期 間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売 上 高（百万円） 58,068 62,912 55,229 129,056 125,511 

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
407 △1,070 △1,546 831 △1,366 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（百万円） 
267 1,317 △3,680 404 836 

純資産額（百万円） 11,201 12,890 9,385 11,441 12,692 

総資産額（百万円） 127,717 131,731 114,211 137,652 125,074 

１株当たり純資産額（円） 254.81 293.32 190.73 259.97 288.64 

１株当たり中間（当期）純利益又は 

１株当たり中間純損失（△）（円） 
6.08 29.98 △83.74 8.84 18.87 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 8.8 9.8 7.3 8.3 10.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△1,410 325 △2,122 6,202 6,697 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△3,563 3,877 △4,569 △12,896 116 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
1,323 △5,088 3,955 1,713 △7,496 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
8,767 7,017 4,523 7,878 7,265 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

2,271 

[632]

2,183 

[725]

2,068 

[1,047]

2,161 

[890]

2,136 

[715]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注） 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は「３ 関係会社の状況」に記載のとおりでありま

す。 

回   次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会 計 期 間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売 上 高（百万円） 2,221 2,253 1,847 4,566 4,498 

経常利益又は経常損失（△）  

（百万円） 
188 172 △206 423 366 

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（百万円） 
55 △591 △6,020 △76 △232 

資 本 金（百万円） 12,313 12,313 12,313 12,313 12,313 

発行済株式総数（千株） 43,979 43,979 43,979 43,979 43,979 

純資産額（百万円） 17,231 16,617 10,411 17,175 17,004 

総資産額（百万円） 77,287 69,925 64,381 75,360 69,419 

１株当たり配当額（円） － － － 4.00 4.00 

自己資本比率（％） 22.3 23.8 16.2 22.8 24.5 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

5 

[1]

7 

[0]

27 

[－]

6 

[1]

6 

[－]



３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となっております。 

 （注）１．「主要な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称等を記載しております。 

２． (株)東日フリートは債務超過会社であり、債務超過額は146百万円であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．「従業員数」欄は就業人員（社外への出向者を除き、社外からの出向者を含むほか、常用パートを含んでお

ります。）であり、［外書］は臨時雇用者数の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

   ２．「事業の種類別セグメントの名称」欄の全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメント

に区分できない管理部門に所属しているものであります。 

   ３．「ホテル事業」につきましては、業務委託形式のため従業員はおりません。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．「従業員数」欄は就業人員（社外から当社への出向者を含んでおります。）であります。 

なお、臨時雇用者はおりません。 

   ２．従業員数が前期末に比べ21人増加しましたのは、当社が平成18年４月１日付で組織変更を行ったことによ

るものであります。 

(3）労働組合の状況 

 当中間連結会計期間は、労使関係について特記すべき事項はありません。 

名  称 住 所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関 係 内 容 

 ㈱東日フリート 
東京都 

 品川区  
30  自動車関連事業 100.0  兼務役員（２名）がおります。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数（人） 

自動車関連事業 1,715 [458] 

不動産関連事業 17 [4] 

情報システム関連事業 98 [6] 

ホテル事業 － [－] 

その他の事業 180 [578] 

全 社（共通） 58 [1] 

合   計 2,068 [1,047] 

  平成18年９月30日現在

従 業 員 数（人） 27 [－] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業  績 

 全国の登録車販売は、平成17年７月より平成18年10月まで16ヶ月連続で前年割れが続いており、当中間期にお

ける全国全需は対前年同期比7.5％減となりました。全国の日産車は、新型車が少なかったこともあり全需を大

きく下回る水準で推移致しました。 

 このような状況の中で自動車関連事業につきましてはオリジナル商品である個人向けリース「Ｐ.Ｏ.Ｐ」を中

心としたリース販売を引き続き強力に推進致しましたが、東京日産自動車販売㈱を中心としたグループ全体の新

車販売総台数は、13,229台と前年同期を24.6％下回りました。 

 また、情報システム関連事業の売上高が減少したこともあり、連結売上高は55,229百万円（前年同期比7,683

百万円減、12.2％減）と前年実績を大きく下回りました。 

 その結果、連結営業損益は851百万円の損失（前年同期比527百万円増）、連結経常損益は1,546百万円の損失

（前年同期比475百万円減）となりました。また、中間純損益は特別損失にて減損損失を計上したこともあり

3,680百万円の損失（前年同期は1,317百万円の利益）となりました。 

  

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

①自動車関連事業 

 コストの圧縮等の損益改善要因はありましたが、新車販売台数の減少、中古車事業の損益悪化の影響をカバー

できず、営業損益は565百万円の損失（前年同期比392百万円増）となりました。 

②不動産関連事業 

 入居率は、ほぼ満室に近い状態で安定的に推移しておりますが、主として前年７月での港ビル売却の影響によ

り、営業利益は235百万円（前年同期比193百万円減、45.1％減）となりました。 

③情報システム関連事業 

 東京日産コンピュータシステム㈱は導入支援サービスを中心としたサービス事業を積極的に展開しましたが、

システム需要の減少や価格競争の激化により売上高が大幅に減少したことから、営業利益は124百万円（前年同

期比92百万円減、42.6％減）となりました。 

④ホテル事業 

 客室稼働率が高い水準で推移しており、営業利益は124百万円（前年同期比35百万円増、39.0％増）となりま

した。 

⑤その他の事業 

 その他の事業は、自動車教習所事業及び人材派遣業であり、営業利益は106百万円（前年同期比1百万円減、

1.0％減）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、ＣＭＳの導入効果もあり、当

中間連結会計期間末には4,523百万円（前連結会計年度末比2,741百万円減）となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により支出した資金は、2,122百万円（前年同期は325百万円の収入）であります。主な内容は、減価償

却前の税金等調整前中間純利益が1,685百万円、売掛金の回収等による売上債権の減少が2,401百万円ありました

が、仕入債務の支払による減少が5,825百万円あったことによるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により支出した資金は、4,569百万円（前年同期は3,877百万円の収入）であります。主な内容は、リー

ス資産を含む有形固定資産の取得による支出とリース資産を含む有形固定資産の売却による収入の差引による支

出4,702百万円であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、3,955百万円（前年同期は5,088百万円の支出）であります。主な内容は、リー

ス債権譲渡支払債務を含む長短借入金の増加4,349百万円であります。 



２【販売及び仕入の状況】 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりであります。 

 なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しております。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

販売台数（台） 金 額（百万円） 前年同期比（％） 

 自動車関連事業    

新       車 13,229 20,854 77.2 

中   古   車 13,902 8,969 94.3 

そ   の   他 － 19,451 104.0 

計 － 49,275 89.2 

 不動産関連事業 － 766 64.5 

 情報システム関連事業 － 2,933 56.3 

 ホテル事業 － 679 119.3 

 その他の事業 － 1,574 122.6 

合   計 － 55,229 87.8 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金  額（百万円） 前年同期比（％） 

 自動車関連事業   

新       車 22,606 95.9 

中   古   車 5,848 82.7 

計 28,455 92.8 



３【対処すべき課題】 

  

  当社は、連結子会社の株式会社カーネット車楽において、過年度の営業費用の計上漏れが判明したため、平成19

 年１月15日、関東財務局に平成16年度有価証券報告書、平成17年度半期報告書ならびに平成17年度有価証券報告書

 の訂正報告書を提出しております。 

 この原因は、 

 ・不適切な事象の防止と発見のための管理体制が十分でなかったこと 

  ・システムの不具合とこれに関係する経理担当者の経理処理に誤りがあったこと 

 ・経理処理の業務フローに不備があり、責任者の決裁も受けずに経理担当者が独断で経理処理を行なっていたこと

 であることと真摯に受け止め、再発防止に向けて以下の改善措置を実施してまいります。 

  

 (１)早急に対処すべきカーネット車楽の改善課題 

   ①システムの不具合への対応 

     システムの不具合部分の修正作業は既に終了しております。 

    今後、日、月、期毎にシステム間のデータ連動が正しいことを検証できる仕組みを構築するため、システム

    間のデータ照合の強化を図ってまいります。 

  

   ②カーネット車楽における管理監督および監査体制の強化 

     経理数値に対するチェック機能が十分でなかったことへの対策といたしましては、実務の管理体制として

    専任の経理担当部長を任命（平成18年11月実施済）いたしました。また、現在、非常勤で当社と兼任となっ

    ている監査役について、常勤監査役を選任・配置してまいります（平成19年１月予定）。これによって、今

    後は管理監督および監査体制を強化してまいります。さらに、経理処理担当者についても業務が集中してい

    ることを踏まえ、増員してまいります（平成18年11月１名増員を実施済、今後さらに増員予定）。 

     また、責任者である経理担当部長と担当者の権限と責任を明確化し、担当者の処理の誤りや管理者の決裁

    漏れの出ない体制とすることで、内部統制機能を一層強化してまいります。 

  

 (２)早急に対処すべき当社の改善課題 

   ① 従来、子会社からは月次決算資料として、貸借対照表と損益計算書を提出させておりましたが、今後はこ

    れに加え、合計残高試算表および勘定別残高明細も提出させ、当社においてチェックを行なうことで、問題

    点を早期に発見し、対策を講じることができる仕組みにしてまいります。また、より精度の高い業務処理を

    行なうため、当社グループ内の統一経理処理基準を策定し、経理業務水準の向上を図ってまいります。 

  

   ② 当社の組織、役割の見直しを行なってまいります。 

   (ａ) 財務・主計部および内部監査室の組織、役割の見直しを行ない、子会社の指導強化を行なってまいりま

     ます。 

   (ｂ)  当社経営企画部システム企画グループの体制を強化し、当社グループ全体のＩＴ関連業務の情報を一本

      化させ集中管理を行なっております。 

      さらに、定期的なシステム監査についてもあわせて実施してまいります。 

  

   ③ 子会社監査体制の強化のために、現在兼任としております監査役体制の見直しを行ない、今後、主要子会

    社については専任化を検討いたします。 

  

   ④ 現在、当社グループで検討を進めております金融商品取引法に沿った内部統制の導入に関し、カーネット

    車楽においては先行して実施することとし、経理部門の業務プロセスの検証および業務フローの整備を実施

    いたします。 



    

 (３)社外監査役である弁護士にアドバイザーとして参画を要請し、当社社長を委員長、主要子会社社長を委員とす

   る対策委員会を設置いたします。（設置日 平成19年１月15日） 

  

 実施課題としては、 

   ① 社外（第三者）の視点でコンプライアンスの現状を分析し、定期的に取締役会への報告をさせることで経 

    営への反映を行なうため、弁護士等の外部のメンバーも含めたコンプライアンス委員会の設置を検討いたし 

    ます。 

    

   ② コンプライアンスの徹底のために、従来より実施しておりますグループ会社全体の社員教育については、 

    業務に関連する法令や社内規程の遵守を再徹底するため、子会社であり、グループ内教育を担当しておりま 

    す株式会社エーススタッフにおいて体系の見直しの検討を行ない、社員各層（新入社員、若手、中堅、管理 

    職）に対して計画的、継続的に実施してまいります。 

  

   ③ 会計処理に限らず不適切な事項に対処するため、社内通報制度を早期に制定することを検討してまいりま 

    す。 

  

 この他に、委員・アドバイザーからの新たな課題を加えて検討し、対策を講じてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種     類 発行可能株式総数（株） 

普  通  株  式 136,400,000 

計 136,400,000 

種  類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年１月15日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内  容 

普通株式 43,979,063 同左 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 43,979,063  同左 － － 

年 月 日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増 減 額 
（百万円） 

資本準備金 
残   高 
（百万円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日 
－ 43,979,063 － 12,313 － 896 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住  所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 4,116 9.35 

東京海上日動火災保険株式会社 〃 千代田区丸の内１－２－１ 4,078 9.27 

株式会社みらい建設グループ 〃 千代田区平河町１－４－９ 2,918 6.63 

三井住友海上火災保険株式会社 〃 中央区新川２－27－２ 2,620 5.95 

日本興亜損害保険株式会社 〃 千代田区霞が関３－７－３ 2,578 5.86 

東洋ゴム工業株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１－17－18 1,470 3.34 

株式会社アルファ 神奈川県横浜市金沢区福浦１－６－８ 1,343 3.05 

株式会社太洋商会  東京都千代田区鍛冶町１－10－４ 1,173 2.66 

中央自動車工業株式会社 大阪府大阪市北区中之島４－２－30 1,013 2.30 

クラリオン株式会社 東京都文京区白山５－35－２ 1,000 2.27 

計 － 22,309 50.72 

  平成18年９月30日現在

区    分 株式数（株） 議決権の数（個） 内  容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    34,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   43,845,000 43,845 － 

単元未満株式 普通株式     100,063 － － 

発行済株式総数 43,979,063 － － 

総株主の議決権 － 43,845 － 

  平成18年９月30日現在

所 有 者 の 
氏名又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合 計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式）      

株式会社東日カー

ライフグループ 

東京都品川区 

西五反田４－32－１ 
34,000 － 34,000 0.08 

計 － 34,000 － 34,000 0.08 



【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月 別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 585 476 411 385 411 400 

最低（円） 440 389 321 265 252 311 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（資 産 の 部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※１  7,047   4,523   7,295  

２．受取手形及び売掛金 ※１.７ 14,231   9,973   12,813  

３．有価証券    ―   ―   100  

４．たな卸資産   5,049   4,749   5,470  

５．その他   11,198   7,072   8,322  

６．貸倒引当金   △11   △16   △17  

流動資産合計   37,515 28.5  26,301 23.0  33,984 27.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２          

(1）建物及び構築物 ※１ 18,782   17,068   17,545   

(2）リース資産  29,204   30,855   30,897   

(3）土 地 ※１ 29,063   26,010   27,562   

(4）その他   2,501   2,044   1,957   

有形固定資産合計   79,551 60.4  75,978 66.5  77,963 62.3 

２．無形固定資産   986 0.7  1,605 1.4  1,808 1.4 

３．投資その他の資産           

(1）投資その他の資産 ※１ 13,794   10,539   11,499   

(2）貸倒引当金  △115   △213   △181   

投資その他の資産合計   13,678 10.4  10,325 9.1  11,318 9.1 

固定資産合計   94,216 71.5  87,909 77.0  91,090 72.8 

資 産 合 計   131,731 100.0  114,211 100.0  125,074 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

           

（負 債 の 部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   20,133   15,038   21,150  

２．短期借入金 ※１  16,300   21,877   15,905  

３．一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１  9,431   11,089   12,298  

４．一年以内償還予定の社債    380   380   380  

５．賞与引当金   1,213   1,082   1,202  

６．関係会社整理損失引当金   1,118   －   －  

７．未払法人税等   2,825   194   －  

８．リース債権譲渡支払債務 ※３  －   6,473   －  

９．その他 ※３  16,392   5,490   15,543  

流動負債合計   67,796 51.5  61,626 54.0  66,480 53.2 

Ⅱ 固定負債           

１．社 債   2,040   1,660   1,850  

２．長期借入金 ※１  29,323   19,605   24,346  

３．長期リース債権譲渡 
支払債務 

※３  11,318   15,380   11,568  

４．退職給付引当金   5,544   4,974   5,260  

５．役員退職慰労引当金   23   31   27  

６．長期預り金   560   568   564  

７．その他   1,300   979   1,279  

固定負債合計   50,110 38.0  43,199 37.8  44,897 35.9 

負 債 合 計   117,907 89.5  104,826 91.8  111,378 89.1 

（少数株主持分）           

少数株主持分   933 0.7  － －  1,004 0.8 

（資 本 の 部）           

Ⅰ 資本金   12,313 9.3  － －  12,313 9.8 

Ⅱ 資本剰余金   911 0.7  － －  911 0.7 

Ⅲ 利益剰余金   △1,788 △1.3  － －  △2,269 △1.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,450 1.1  － －  1,514 1.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定   12 0.0  － －  232 0.2 

Ⅵ 自己株式   △9 △0.0  － －  △10 △0.0 

資 本 合 計   12,890 9.8  － －  12,692 10.1 

負債、少数株主持分及び 
資本合計   131,731 100.0  － －  125,074 100.0 

           



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                     

 １. 資本金     － －   12,313 10.8   － － 

 ２. 資本剰余金     － －   911 0.8   － － 

 ３. 利益剰余金     － －   △6,132 △5.4   － － 

 ４. 自己株式     － －   △11 △0.0   － － 

  株主資本合計     － －   7,080 6.2   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１. その他有価証券  

評価差額金 
    － －   1,077 0.9   － － 

 ２. 為替換算調整勘定     － －   223 0.2   － － 

評価・換算差額等合

計 
    － －   1,300 1.1   － － 

Ⅲ 少数株主持分     － －   1,003 0.9   － － 

純資産合計     － －   9,385 8.2   － － 

負債純資産合計     － －   114,211 100.0   － － 

            



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   62,912 100.0  55,229 100.0  125,511 100.0 

Ⅱ 売上原価   50,128 79.7  43,486 78.7  99,129 79.0 

売上総利益   12,784 20.3  11,742 21.3  26,382 21.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  13,108 20.8  12,593 22.8  26,383 21.0 

営業損失   323 △0.5  851 △1.5  1 △0.0 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  8   8   19   

２．受取配当金  32   26   79   

３．債務整理益  －   39   0   

４．その他  37 78 0.1 30 104 0.2 72 172 0.1 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払割賦手数料  30   28   56   

２．支払利息  695   626   1,278   

３．社債発行費  36   －   36   

４．株式交付費  －   14   －   

５．新株発行費  －   －   16   

６．その他  62 825 1.3 131 800 1.5 150 1,538 1.2 

経常損失   1,070 △1.7  1,546 △2.8  1,366 △1.1 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却益  －   8   1,043   

２．貸倒引当金戻入益  0   0   2   

３．固定資産売却益 ※２ 9,710   1   9,749   

４．保険解約返戻金   23 9,734 15.5 32 41 0.1 23 10,817 8.6 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却・売却損  ※３ 3,845   161   4,264   

２．減損損失  ※４ 1,824   1,743   1,824   

３．関係会社株式売却損  －   9   －   

４．関係会社整理損失引当金繰
入額 

  1,118   －   －   

５．賃借契約解約損   9   －   17   

６．関係会社整理損   －   －   1,107   

７．貸倒引当金繰入額  －   －   79   

８. その他  － 6,798 10.8 4 1,918 3.5 40 7,333 5.8

税金等調整前中間（当期）
純利益又は中間純損失(△)   1,865 3.0  △3,423 △6.2  2,116 1.7 

法人税、住民税及び事業税  2,775   195   1,024   

法人税等調整額  △2,273 501 0.8 12 207 0.4 144 1,169 0.9 

少数株主利益   46 0.1  48 0.1  111 0.1 

中間（当期）純利益又は中
間純損失(△)   1,317 2.1  △3,680 △6.7  836 0.7 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   911  911 

      

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高   911  911 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △2,905  △2,905 

      

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  1,317 1,317 836 836 

      

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  175  175  

２．役員賞与  16  16  

３．連結子会社増加に伴う減少高  8 200 8 200 

      

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高   △1,788  △2,269 

      



 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

中間連結株主資本等変動計算書 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 
 

  株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（百万円） 

12,313 911 △2,269 △10 10,945 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当(注)     △175   △175 

役員賞与(注)     △7   △7 

中間純損失     △3,680   △3,680 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計         （百万円) 

－ － △3,863 △0 △3,864 

平成18年９月30日 残高     
（百万円） 

12,313 911 △6,132 △11 7,080 

 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算  

差額等合計 

平成18年３月31日 残高    
（百万円） 

1,514 232 1,746 1,004 13,696 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当(注)         △175 

役員賞与(注)         △7 

中間純損失         △3,680 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△437 △9 △446 △0 △447 

中間連結会計期間中の変動額合
計                （百万円) 

△437 △9 △446 △0 △4,311 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1,077 223 1,300 1,003 9,385 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．税金等調整前中間（当期）純利益又は

中間純損失(△) 
 1,865 △3,423 2,116 

２．減価償却費  4,840 5,108 9,871 

３．貸倒引当金の増減額（減少：△）  3 31 74 

４．退職給付引当金の増減額（減少：△）  △287 △286 △558 

５．受取利息及び受取配当金  △41 △34 △99 

６．支払利息  695 626 1,278 

７．投資有価証券売却益  － △8 △1,043 

８．有形固定資産売却益  △9,710 △1 △9,749 

９．投資有価証券評価損・売却損等  － 0 4 

10．固定資産除却・売却損等  3,845 156 4,177 

11．減損損失  1,824 1,743 1,824 

12．関係会社整理損  － － 1,107 

13．関係会社整理損失引当金の増加額  1,118 － － 

14．売上債権の増減額（増加：△）  950 2,401 2,530 

15．たな卸資産の増減額（増加：△）  1,829 680 1,514 

16．仕入債務の増減額（減少：△）  △6,564 △5,825 △5,828 

17．未払消費税等の増減額（減少：△）  △472 △70 △452 

18．その他  1,585 △1,905 1,969 

小  計  1,481 △807 8,739 

19．利息及び配当金の受取額  56 83 159 

20．利息の支払額  △724 △673 △1,362 

21．法人税等の支払額  △486 △725 △838 

営業活動によるキャッシュ・フロー  325 △2,122 6,697 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．定期預金預入れによる支出  △30 － △30 

２．定期預金払出しによる収入  24 30 24 

３．有価証券の償還による収入  － 100 － 

４．有形固定資産（リース資産を除く） 

の取得による支出 
 △2,922 △1,499 △4,278 

５．有形固定資産（リース資産を除く） 

の売却による収入 
 12,137 965 12,743 

６．リース資産の取得による支出  △6,570 △5,687 △14,114 

７．リース資産の売却による収入  2,259 1,518 4,790 

８．投資有価証券の取得による支出  △477 △64 △580 

９．投資有価証券の売却による収入  340 70 2,540 

10．関係会社株式の取得による支出  △0 － － 

11. 新規連結子会社株式の取得による支出  － － △821 

12．関係会社の整理による収入  － － 994 

13．貸付けによる支出  △0 － △15 

14．貸付金の回収による収入  51 72 98 

15．その他  △934 △74 △1,236 

投資活動によるキャッシュ・フロー  3,877 △4,569 116 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．短期借入金の増減額（減少：△）  △9,878 3,756 △10,331 

２．長期借入れによる収入  9,400 100 11,400 

３．長期借入金の返済による支出  △5,778 △3,851 △9,889 

４．リース債権譲渡支払債務 

の増加による収入 
 4,522 8,838 8,966 

５．リース債権譲渡支払債務 

の返済による支出 
 △4,308 △4,495 △8,404 

６．社債の発行による収入  1,300 － 1,300 

７．社債の償還による支出  △140 △190 △330 

８．配当金の支払額  △175 △174 △176 

９．少数株主に対する配当金の支払額  △29 △29 △28 

10．その他  △1 △0 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △5,088 3,955 △7,496 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  18 △5 62 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 

  増減額（減少：△） 
 △866 △2,741 △619 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  7,878 7,265 7,878 

Ⅶ 新規連結による現金及び 

現金同等物の増加額 
 5 － 5 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

  中間期末（期末）残高 
 7,017 4,523 7,265 

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  当社グループは、当中間連結会計期間に

おいて中間純損失6,020百万円および連結中

間純損失3,680百万円を計上したことにより

純資産および連結純資産がそれぞれ同額減

少しております。また、連結営業損失851百

万円を計上したことにより連結営業損失が

３期（決算期および中間期ごとに１期とす

る。）連続することになります。この結

果、シンジケートローン契約（平成18年９

月30日現在残高3,025百万円）、およびコミ

ットメントライン契約（平成18年９月30日

現在実行額900百万円）の財務制限条項に抵

触する事実が発生しております。 

 当該条項に抵触した場合、関係金融機関

の当社に対する通知により、契約上のすべ

ての債務について期限の利益を失い、直ち

に債務を返済することになります。 

  当該状況により、関係金融機関の対応に

よっては当社の継続企業の前提に関し重要

な疑義が存在しております。 

 当社グループは、当下期以降、営業費の

削減に加え、有利子負債の圧縮により金利

コストの削減を図り、売上の伸びがなくと

も利益確保できるよう、損益改善を図りま

す。 

 また、取引先を含めた関係金融機関等と

交渉を進めており、今後の資金調達の目処

が立っております。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義

の影響を中間連結財務諸表には反映してお

りません。 

────── 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社    20社 

主要な連結子会社の名称 

東京日産自動車販売㈱、㈱カ

ーネット車楽、㈱ジャガー東

京、東京日産コンピュータシ

ステム㈱ 他 

中古車買取事業を行っていた

㈱カーセブン東京について

は、重要性が増加したため当

中間連結会計期間より連結の

範囲に含めております。 

(1）連結子会社    21社 

主要な連結子会社の名称 

東京日産自動車販売㈱、㈱カ

ーネット車楽、㈱ジャガー東

京、東京日産コンピュータシ

ステム㈱ 他 

東京地区のフリート戦略強化

のため、平成18年6月28日付で

新規設立した㈱東日フリート

を当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めております。 

(1）連結子会社    20社 

主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４．関

係会社の状況」に記載してい

るため省略しております。  

不動産賃貸業を行っていた三

生興産㈱は、グループとして

ノンコア事業からの撤退・整

理による自動車ディーラー関

連事業への集中をさらに加速

するため、平成17年10月31日

付で外部へ株式譲渡しており

ます。また、中古車買取事業

を行っていた㈱カーセブン東

京については、重要性が増加

したため当中間連結会計期間

より連結の範囲に含めており

ます。また、㈱キャリアセン

ターについては、株式取得に

より子会社となったため、当

連結会計年度より連結の範囲

に含めております。 

 (2）非連結子会社 

非連結子会社であります葵交

通㈱は、小規模であり総資

産、売上高、中間純損益及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲か

ら除外しております。 

(2）非連結子会社 

同   左 

(2）非連結子会社 

非連結子会社である葵交通㈱

は、小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲から除

外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社 

該当ありません。 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同   左 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同   左 

 (2）持分法適用の関連会社 

該当ありません。 

(2）持分法適用の関連会社 

同   左 

(2）持分法適用の関連会社 

同   左 

 (3) 持分法を適用していない非連

結子会社１社（葵交通㈱）及

び関連会社２社（恵豊自動車

交通㈱他）は、それぞれ中間

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外し

ております。 

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社１社（葵交通㈱）及

び関連会社１社（恵豊自動車

交通㈱）は、それぞれ中間純

損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外し

ております。 

(3）持分法を適用していない非連

結子会社１社（葵交通㈱）及

び関連会社２社（恵豊自動車

交通㈱他）は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外し

ております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち、Ｔ．Ｎ．Ｃ．

オートモーティブ会社、リッチモ

ンド日産会社及びＴ．Ｎ．グルー

プハワイ会社の中間決算日は６月

30日であり、その他の連結子会社

の中間決算日は中間連結決算日と

同じ９月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の中間財務諸

表を使用しており、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

同   左 連結子会社のうち、Ｔ．Ｎ．Ｃ．

オートモーティブ会社、リッチモ

ンド日産会社及びＴ．Ｎ．グルー

プハワイ会社の決算日は12月31日

であり、その他の連結子会社の決

算日は連結決算日と同じ３月31日

であります。 

連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しており、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

… 同   左 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

… 同   左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日前１ヶ月の市

場価格の平均に基づく時

価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は総平均法によ

り算定。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日前１ヶ月の市

場価格の平均に基づく時

価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法

により算定。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日前１ヶ月の市場価

格の平均に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は総平均法により算

定。） 

 時価のないもの 

…総平均法による原価法 

時価のないもの 

… 同   左 

時価のないもの 

… 同   左 

 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同   左 

② デリバティブ 

同   左 

 ③ たな卸資産 

商品（新車・中古車・コンピ

ュータ） 

…個別法による原価法 

③ たな卸資産 

同   左 

③ たな卸資産 

同   左 

 商品（修理部品・部品）、貯

蔵品 

…最終仕入原価法による原

価法 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採用してお

ります。 

ただし、当社及び国内連結子

会社における建物のうち賃貸

併用ビル及び平成10年４月１

日以降に取得した建物（その

付属設備を除く。）について

は定額法を採用しておりま

す。なお、耐用年数について

は、主として法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。また、リース資

産については、リース期間

（３～５年）を償却年数と

し、リース期間満了時の見積

処分価額を残存価額とする定

額法を採用しております。 

① 有形固定資産 

同   左 

① 有形固定資産 

同   左 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子

会社における自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

② 無形固定資産 

同   左 

② 無形固定資産 

同   左 

 ③ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

③ 長期前払費用 

同   左 

③ 長期前払費用 

同   左 

(3）繰延資産の処理方法 社債発行費については、支出時に

全額費用処理しております。 

株式交付費については、支出時に

全額費用処理しております。 

社債発行費及び新株発行費につい

ては、支出時に全額費用処理して

おります。 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同   左 

① 貸倒引当金 

同   左 

 ② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従

業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同   左 

② 賞与引当金 

同   左 

 ③ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異及び

過去勤務債務の費用処理方法

は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 

…各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理することとしており

ます。 

過去勤務債務 

…その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法

により按分した額を費用処

理することとしておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異の費

用処理方法は以下のとおりで

あります。 

数理計算上の差異 

…各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理することとしており

ます。 

  

  

③ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異及び

過去勤務債務の費用処理方法

は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 

…各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理することとしており

ます。 

過去勤務債務 

…その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法

により按分した額を費用処

理することとしておりま

す。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

一部の国内連結子会社では、

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

④ 役員退職慰労引当金 

同   左 

④ 役員退職慰労引当金 

一部の国内連結子会社では、

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

 ⑤ 関係会社整理損失引当金 

関係会社の譲渡処理等に伴

い、発生すると見込まれる損

失額を計上しております。 

（追加情報） 

関係会社である三生興産㈱を

平成17年10月31日付で外部へ

株式譲渡しております。 

⑤    ───── 

  

  

  

⑤    ───── 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同   左 同   左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

また、ヘッジ会計の特例処理

の要件を充たす金利スワップ

については、特例処理によっ

ております。 

① ヘッジ会計の方法 

同   左 

① ヘッジ会計の方法 

同   左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップ取引… 

金利変動リスクを低減する目

的で利用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

 ③ ヘッジ方針 

対象資産、負債の範囲内で取

り組んでおり、投機的な取引

は行わない方針であります。 

当社では、デリバティブ取引

に関する管理方針である「市

場リスク管理規定」に基づ

き、取引実施部署において厳

正な管理を行い、内部牽制機

能が有効に作用する体制をと

っております。 

③ ヘッジ方針 

同   左 

③ ヘッジ方針 

同   左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引… 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの、ヘッジ手段及び

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計額を比較する

方法によっております。 

なお、特例処理を採用してい

る金利スワップについては、

有効性の判定を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

税抜き方式を採用しておりま

す。ただし、当社は固定資産

に係る控除対象外消費税等は

投資その他の資産の「その

他」に計上し、法人税法の規

定する期間と同一の期間にわ

たり償却しております。 

 消費税等の会計処理 

    同   左 

 消費税等の会計処理 

同   左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少のリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同   左 同   左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

これにより税金等調整前中間純利益が1,824

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の

中間連結財務諸表規則に基づき当該各資産の

金額から直接控除しております。 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

これにより税金等調整前当期純利益が1,824

百万円減少しております。なお、今回の減損

物件については、平成18年３月31日現在全て

売却済みであります。 

また、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

8,381百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、中間連

結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に含めて表示し

ておりました「未払法人税等」は、負債、少数株主持分及び資本の

合計額の100分の1を超えたため区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間における「未払法人税等」は 220百万円

であります。 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に含めて表示し

ておりました「リース債権譲渡支払債務」は、負債純資産の合計額

の100分の５を超えたため区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間における「リース資産譲渡支払債務」は

5,844百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産 ※１ 担保資産 ※１ 担保資産 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円） 

預  金 1,174 
短期借入金 5,357 

受取手形 506 

建  物 8,393 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

28,669 

土  地 19,212 

投資有価証券 1,013 

合 計 30,301 合 計 34,027 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円）

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 378 
短期借入金 6,434 

受取手形 680 

建  物 7,208 長期借入金 
（一年以内返
済分含む）

24,735 

土  地 18,012 

投資有価証券 634 

合 計 26,913 合 計 31,169 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 1,000 
短期借入金 3,085 

受取手形 337 

建  物 7,389 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

28,236 

土  地 18,012 

投資有価証券 815 

合 計 27,555 合 計 31,321 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

32,312百万円 29,591百万円 26,588百万円 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,410百万円であり

ます。 

※３ 「リース債権譲渡支払債務」及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は26,293百万円であり

ます。 

※３ リース債権譲渡支払債務（流動負債の

「その他」に含まれている）及び「長

期リース債権譲渡支払債務」は、「特

定債権等に係る事業の規制に関する法

律」に基づく資金調達額であります。

なお、この法律に基づき譲渡したリー

ス契約債権残高は25,528百万円であり

ます。 

 ４ 保証債務  ４ 保証債務  ４ 保証債務 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
26百万円 

合 計 26百万円 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度等の利用者 
24百万円 

合 計 24百万円 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
24百万円 

合 計 24百万円 

 ５ 平成13年11月16日付の契約で、当社所

有の杉並土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,140百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

15年２月に完成しております。 

 ５     同   左  ５     同   左 

 ６ 平成14年11月28日付の契約で、当社所

有の荒川土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,150百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

17年２月に完成しております。 

 ６     同   左  ６     同   左 

 



前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 

※７     ────── ※７ 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理をしております。なお、当中

間連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。 

受取手形 192百万円 

    

※７     ────── 

８     ────── ８ 当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

８     ────── 

 当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

8,000百万円

借入実行残高 900百万円

差引額 7,100百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

給料手当及び賞与 3,613百万円 

賃借料及び設備費 1,464百万円 

販売諸掛 2,001百万円 

賞与引当金繰入額 1,120百万円 

退職給付費用 250百万円 

給料手当及び賞与 4,171百万円 

賃借料及び設備費 1,412百万円 

販売諸掛 1,269百万円 

賞与引当金繰入額 963百万円 

退職給付費用 285百万円 

給料手当及び賞与 9,008百万円 

賃借料及び設備費 2,883百万円 

販売諸掛 3,631百万円 

賞与引当金繰入額 1,167百万円 

退職給付費用 594百万円 

※２ 内訳は次のとおりであります。 

土地建物売却益 9,709百万円 

その他 1百万円 

合 計 9,710百万円 

※２ 内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具売却益 1百万円 

合 計 1百万円 

※２ 内訳は次のとおりであります。 

港ビル土地建物売却

益 
9,695百万円 

その他 53百万円 

合 計 9,749百万円 

※３ 内訳は次のとおりであります。 

土地建物売却損 3,395百万円 

車両運搬具売却損 394百万円 

固定資産除却損 45百万円 

固定資産撤去費用 11百万円 

合 計 3,845百万円 

※３ 内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具売却損 147百万円 

固定資産除却損 6百万円 

固定資産撤去費用 5百万円 

 その他 2百万円 

合 計 161百万円 

※３ 内訳は次のとおりであります。 

土地建物売却損 3,441百万円 

車両運搬具売却損 600百万円 

固定資産除却損 135百万円 

 その他 86百万円 

合 計 4,264百万円 

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

当社グループは、管理会計上の区分に

従い、主として店舗ごとに資産グルー

プ化を行っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

(江東区) 
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803 

長野県 

(安曇野

市) 

遊休資産 土 地 21 

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

当社グループは、管理会計上の区分に

従い、主として店舗ごとに資産グルー

プ化を行っております。 

組織変更に伴い資産グループを見直し

た結果、資産性が著しく低下した上記

物件の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（1,743

百万円）として特別損失に計上しまし

た。 

回収可能価額は、使用価値と正味売却

可能価額を比較していずれか高い金額

としております。使用価値は将来キャ

ッシュフローを3.57％で割り引いて算

定しております。また、正味売却可能

価額は個別に売却可能価額を見積り算

定しております。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

(世田谷

区) 

店 舗 土地 1,562 

㈱カーネ

ット車楽  

  

 共用資産
 無形固定

資産 
180 

※４ 減損損失 

当連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

当社グループは、管理会計上の区分に

従い、主として店舗ごとに資産グルー

プ化を行っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

(江東区)
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803 

長野県  

(安曇野

市) 

遊休資産 土 地 21 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,837株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式  43,979,063 － － 43,979,063 

合計 43,979,063 － － 43,979,063 

 自己株式         

   普通株式 （注） 32,775 1,837 － 34,612 

合計 32,775 1,837 － 34,612 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 175 4  平成18年３月31日  平成18年６月23日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 7,047百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△30百万円 

現金及び現金同等物 7,017百万円 

現金及び預金勘定 4,523百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
－  

現金及び現金同等物 4,523百万円 

現金及び預金勘定 7,295百万円 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△30百万円 

現金及び現金同等物 7,265百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借 手 側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借 手 側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借 手 側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取 得 
価 額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残 高 
相当額 
(百万円) 

その他 
（工具・器具
及び備品） 

279 67 211 

合 計 279 67 211 

 

取 得 
価 額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残 高 
相当額 
(百万円)

その他 
（工具・器具
及び備品）

292 141 150 

合 計 292 141 150 

 

取 得 
価 額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期 末 
残 高 
相当額 
(百万円)

その他 
（工具・器具
及び備品）

282 102 180 

合 計 282 102 180 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）     同   左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 68百万円 

１ 年 超 143百万円 

合 計 211百万円 

１ 年 内 72百万円 

１ 年 超 78百万円 

合 計 150百万円 

１ 年 内 69百万円 

１ 年 超 110百万円 

合 計 180百万円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）     同   左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 34百万円 

減価償却費相当額 34百万円 

支払リース料 36百万円 

減価償却費相当額 36百万円 

支払リース料 69百万円 

減価償却費相当額 69百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 140百万円 

１ 年 超 140百万円 

合 計 281百万円 

１ 年 内 140百万円 

１ 年 超 －百万円 

合 計 140百万円 

１ 年 内 140百万円 

１ 年 超 70百万円 

合 計 210百万円 

 



次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸 手 側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

（貸 手 側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

（貸 手 側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 

 
取 得 
価 額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

中間期末
残 高 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

5,268 2,321 2,947 

その他 103 67 36 

合 計 5,372 2,388 2,983 

 
取 得 
価 額 
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残 高 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

5,620 2,879 2,740 

その他 103 80 22 

合 計 5,724 2,960 2,763 

 
取 得 
価 額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期 末 
残 高 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

5,116 2,420 2,696 

その他 103 75 28 

合 計 5,220 2,496 2,724 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 1,731百万円 

１ 年 超 3,033百万円 

合 計 4,764百万円 

１ 年 内 1,658百万円 

１ 年 超 2,531百万円 

合 計 4,190百万円 

１ 年 内 1,582百万円 

１ 年 超 2,554百万円 

合 計 4,137百万円 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

受取リース料 847百万円 

減価償却費 486百万円 

受取利息相当額 164百万円 

受取リース料 901百万円 

減価償却費 541百万円 

受取利息相当額 102百万円 

受取リース料 1,729百万円 

減価償却費 1,026百万円 

受取利息相当額 190百万円 

(4）利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法につい

ては、級数法によっております。 

(4）利息相当額の算定方法 

同   左 

(4）利息相当額の算定方法 

同   左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 11,723百万円 

１ 年 超 22,148百万円 

合 計 33,872百万円 

１ 年 内 11,909百万円 

１ 年 超 22,019百万円 

合 計 33,928百万円 

１ 年 内 12,031百万円 

１ 年 超 23,206百万円 

合 計 35,238百万円 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  
１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当中間連結会計期間中に売却した満期保有目的の債券（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

 （売却の理由） 発行体の買入消却に応じたものであります。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時  価（百万円） 差  額（百万円） 

社      債 100 100 0 

合    計 100 100 0 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差  額（百万円） 

株      式 3,186 5,676 2,489 

債      券    

   社     債 10 9 △0 

合    計 3,196 5,686 2,489 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

そ の 他 有 価 証 券  

非 上 場 株 式 296 

そ    の    他 30 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差  額（百万円） 

株      式 2,197 4,043 1,845 

債      券    

   社     債 10 9 △0 

合    計 2,207 4,053 1,845 

  売却原価（百万円）  売却額（百万円） 売却損益（百万円） 

 社債 100 100 － 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

そ の 他 有 価 証 券  

非 上 場 株 式 250 

そ    の    他 10 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、デリバ

ティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時  価（百万円） 差  額（百万円） 

社      債 100 100 0 

合    計 100 100 0 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差  額（百万円） 

株      式 2,132 4,739 2,607 

債      券    

   社     債 10 9 △0 

合    計 2,143 4,749 2,606 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

そ の 他 有 価 証 券  

非 上 場 株 式 292 

そ    の    他 30 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円） 

情報シス

テム関連

事業 

（百万円）

 ホ テ ル 

 事    業 

 （百万円）

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円） 

売      上      高         

(1)外部顧客に対する売上高 55,233 1,188 5,206 569 714 62,912 － 62,912 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
22 － 434 － 628 1,084 (1,084) － 

計 55,255 1,188 5,640 569 1,342 63,997 (1,084) 62,912 

営   業   費   用 55,428 759 5,423 479 1,234 63,325 (89) 63,236 

営業利益又は営業損失（△） △172 428 217 89 108 671 (995) △323 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円） 

情報シス

テム関連

事業 

（百万円）

ホ テ ル 

事  業 

（百万円） 

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円） 

売      上      高         

(1)外部顧客に対する売上高 49,275 766 2,933 679 1,574 55,229 － 55,229 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
18 － 286 － 614 919 (919) － 

計 49,294 766 3,219 679 2,188 56,149 (919) 55,229 

営   業   費   用 49,859 531 3,095 554 2,081 56,122 (42) 56,080 

営業利益又は営業損失（△） △565 235 124 124 106 26 (877) △851 

 
自 動 車 

関連事業 

（百万円） 

不 動 産 

関連事業 

（百万円）

情報シス

テム関連

事業 

（百万円）

 ホ テ ル 

 事    業 

（百万円） 

そ の 他 

の 事 業 

(百万円) 

 

計 

（百万円） 

消    去 

又は全社 

(百万円) 

 

連  結 

（百万円）

売      上      高         

(1)外部顧客に対する売上高 111,256 1,940 9,612 1,190 1,511 125,511 － 125,511 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
63 － 794 － 1,261 2,119 (2,119) － 

計 111,320 1,940 10,406 1,190 2,773 127,631 (2,119) 125,511 

営   業   費   用 111,035 1,219 9,939 1,007 2,522 125,724 (211) 125,512 

営業利益又は営業損失（△） 285 721 466 183 250 1,906 (1,907) △1 



 注１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

 注２．事業区分 

 注３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間995百万円、当

中間連結会計期間877百万円、前連結会計年度1,907百万円であり、その主なものは、当社の人事、総務、経理等

の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入 

ホテル事業 ホテル業 

その他の事業 自動車教習所等 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    293円32銭

１株当たり中間純利益 29円98銭

１株当たり純資産額 190円73銭

１株当たり中間純損失   83円74銭

１株当たり純資産額   288円64銭

１株当たり当期純利益      18円87銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）（百

万円）  
1,317 △3,680 836 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 7 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (－) (－) (7) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は中間純

損失（△）（百万円） 
1,317 △3,680 829 

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,948 43,945 43,947 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（資 産 の 部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 3,575   1,892   3,988   

２．受取手形   －   0   －   

３．有価証券  －   －   100   

４．その他 ※３ 1,334   823   851   

５．繰延税金資産  2,442   －   －   

流動資産合計   7,352 10.5  2,716 4.2  4,940 7.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

（1）建 物 ※２ 14,401   14,050   14,362   

（2）土 地 ※２ 25,980   23,458   24,984   

（3）その他  689   770   818   

有形固定資産合計  41,071   38,279   40,165   

２．無形固定資産  239   209   235   

３．投資その他の資産           

（1）投資有価証券 ※２ 14,818   19,532   17,226   

（2）長期貸付金  11,009   11,762   11,760   

（3）その他  1,436   1,395   1,434   

（4）投資評価引当金  △1,883   △3,700   △1,883   

（5）貸倒引当金  △4,119   △5,814   △4,460   

投資その他の資産合計  21,262   23,176   24,077   

固定資産合計   62,573 89.5  61,665 95.8  64,478 92.9 

資 産 合 計   69,925 100.0  64,381 100.0  69,419 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

金 額（百万円） 
構成比
（％）

（負 債 の 部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  93   39   320   

２．短期借入金 ※２ 10,844   12,944   9,844   

３．一年以内返済予定の長期借入金 ※２ 8,425   10,394   11,598   

４．一年以内償還予定の社債  280   280   280   

５．未払法人税等  2,620   17   414   

６．賞与引当金  6   13   7   

７．関係会社整理損失引当金   4,160   －   －   

８．預り金  －   11,422   5,893   

９．その他 ※３ 2,015   582   931   

流動負債合計   28,445 40.7  35,694 55.4  29,289 42.2 

Ⅱ 固定負債           

１．社 債  840   560   700   

２．長期借入金 ※２ 22,544   16,499   20,946   

３．繰延税金負債  892   640   911   

４．退職給付引当金  7   15   7   

５．関係会社事業損失引当金  －   27   －   

６．長期預り金  351   349   349   

７．その他  226   184   210   

固定負債合計   24,862 35.5  18,275 28.4  23,125 33.3 

負 債 合 計   53,307 76.2  53,969 83.8  52,415 75.5 

（資 本 の 部）           

Ⅰ 資本金   12,313 17.6  － －  12,313 17.7 

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金  896   －   896   

資本剰余金合計   896 1.3  － －  896 1.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  69   －   69   

２．任意積立金  2,600   －   2,600   

３．中間（当期）未処理損失  551   －   192   

利益剰余金合計   2,117 3.0  － －  2,476 3.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,300 1.9  － －  1,328 1.9 

Ⅴ 自己株式   △9 △0.0  － －  △10 △0.0 

資 本 合 計   16,617 23.8  － －  17,004 24.5 

負 債 ・ 資 本 合 計   69,925 100.0  － －  69,419 100.0 

           



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（純資産の部）                  

Ⅰ 株主資本                

１. 資本金    － －  12,313 19.1  － － 

２. 資本剰余金            

(1) 資本準備金  －   896   －   

資本剰余金合計   － －  896 1.4  － － 

３. 利益剰余金            

(1) 利益準備金  －   87   －   

(2) その他利益剰余金             

別途積立金  －   2,600   －   

繰越利益剰余金  －   △6,407   －   

利益剰余金合計    － －  △3,720 △5.7  － － 

４. 自己株式    － －  △11 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  9,478 14.8  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１. その有価証券評価差額金   － －  933 1.4  － － 

評価・換算差額等合計   － －  933 1.4  － － 

純資産合計   － －  10,411 16.2  － － 

負債純資産合計   － －  64,381 100.0  － － 

                   



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

金 額（百万円） 
百分比 
（％） 

金 額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   2,253 100.0  1,847 100.0  4,498 100.0

Ⅱ 売上原価   1,110 49.3  1,049 56.8  2,325 51.7

売上総利益   1,143 50.7  798 43.2  2,172 48.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   530 23.5  557 30.2  1,052 23.4 

営業利益   612 27.2  240 13.0  1,119 24.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１  39 1.7  31 1.7  97 2.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  480 21.3  478 25.9  850 18.9 

経常利益又は経常損失(△)   172 7.6  △206 △11.2  366 8.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  9,741 432.3  50 2.7  10,823 240.6 

Ⅶ 特別損失 ※４  10,343 459.0  5,863 317.3  10,862 241.4 

税引前当期純利益又は中間純損
失(△)   △429 △19.1  △6,019 △325.8  327 7.3 

法人税、住民税及び事業税  2,575   1   530   

法人税等調整額  △2,412 162 7.2 － 1 0.0 30 560 12.5 

中間（当期）純損失   591 △26.3  6,020 △325.8  232 △5.2 

前期繰越利益   40   －   40  

中間（当期）未処理損失   551   －   192  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
12,313 896 896 69 2,600 △192 2,476 △10 15,676 

中間会計期間中の変動額          

利益準備金の積立(注）       18   △18 －   － 

剰余金の配当（注）           △175 △175   △175 

中間純損失           △6,020 △6,020   △6,020 

自己株式の取得               △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 

       （百万円） 
－ － － 18 － △6,214 △6,196 △0 △6,197 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
12,313 896 896 87 2,600 △6,407 △3,720 △11 9,478 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
1,328 1,328 17,004 

中間会計期間中の変動額    

利益準備金の積立(注)     － 

剰余金の配当(注）     △175 

中間純損失     △6,020 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

△395 △395 △395 

中間会計期間中の変動額合計 

       （百万円） 
△395 △395 △6,592 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
933 933 10,411 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  当社は、当中間会計期間において中間純

損失6,020百万円および連結中間純損失

3,680百万円を計上したことにより純資産お

よび連結純資産がそれぞれ同額減少してお

ります。また、連結営業損失851百万円を計

上したことにより連結営業損失が３期（決

算期および中間期ごとに１期とする。）連

続することになります。この結果、シンジ

ケートローン契約（平成18年９月30日現在

残高3,025百万円）、およびコミットメント

ライン契約（平成18年９月30日現在実行額

900百万円）の財務制限条項に抵触する事実

が発生しております。 

  当該条項に抵触した場合、関係金融機関

の当社に対する通知により、契約上すべて

の債務について期限の利益を失い、直ちに

債務を返済することになります。 

 当該状況により、関係金融機関の対応に

よっては当社の継続企業の前提に関し重要

な疑義が存在しております。 

 当社は当下期以降、営業費の削減に加

え、有利子負債の圧縮により金利コストの

削減を図り、売上の伸びがなくとも利益確

保できるよう、損益改善を図ります。 

 また、取引先を含めた関係金融機関等と交

渉を進めており、今後の資金調達の目処が

立っております。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影

響を中間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

────── 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

… 同   左 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

… 同   左 

 子会社株式及び関連会社株式 

…総平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

… 同   左 

子会社株式及び関連会社株式 

… 同   左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日前１ヶ月の市

場価格の平均に基づく時

価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は総平均法によ

り算定。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日前１ヶ月の市

場価格の平均に基づく時

価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法

により算定。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日前１ヶ月の市場価

格の平均に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は総平均法により算

定。） 

 時価のないもの 

…総平均法による原価法 

時価のないもの 

… 同   左 

時価のないもの 

… 同   左 

 （2）デリバティブ 

時価法 

（2）デリバティブ 

  同   左 

（2）デリバティブ 

  同   左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、建物のうち賃貸併用

ビル及び平成10年４月１日以

降に取得した建物（その付属

設備を除く。）については定

額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

（1）有形固定資産 

同   左 

（1）有形固定資産 

同   左 

 （2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

（2）無形固定資産 

同   左 

（2）無形固定資産 

同   左 

 （3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

（3）長期前払費用 

同   左 

（3）長期前払費用 

同   左 

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（1）貸倒引当金 

同   左 

（1）貸倒引当金 

同   左 

 （2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額を計上

しております。 

（2）賞与引当金 

同   左 

（2）賞与引当金 

同   左 

 （3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異及び

過去勤務債務の費用処理方法

は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 

…各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしてお

ります。 

過去勤務債務 

…その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法

により按分した額を費用処

理することとしておりま

す。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。    

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。  

また、数理計算上の差異の費

用処理方法は以下のとおりで

あります。 

数理計算上の差異  

…各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしてお

ります 

  

  

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異及び

過去勤務債務の費用処理方法

は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 

…各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしてお

ります。 

 過去勤務債務 

 …その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数（３年）による定額

法により按分した額を費用

処理することとしておりま

す。 

 （4）関係会社整理損失引当金 

関係会社の譲渡処理等に伴

い、発生すると見込まれる損

失額を計上しております。 

（4）   ───── 

    

(4）    ───── 

 （追加情報） 

関係会社である三生興産㈱を

平成17年10月31日付で外部へ

株式譲渡しております。 

  

  

 

 （5）投資評価引当金 

関係会社等への投資に係る損

失に備えるため、関係会社等

の財政状態等を勘案して計上

しております。 

（5）投資評価引当金 

同   左 

（5）投資評価引当金 

同   左 

 （6）関係会社事業損失引当金 

     ───── 

（6）関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業の損失に備え

るため、関係会社に対する出

資金額及び貸付金を超えて、

当社が負担することとなる損

失見込額を計上しておりま

す。 

（6）関係会社事業損失引当金 

     ───── 

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同   左 同   左 

５．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

また、ヘッジ会計の特例処理

の要件を充たす金利スワップ

については、特例処理によっ

ております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同   左 

（1）ヘッジ会計の方法 

同   左 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップ取引… 

金利変動リスクを低減する目

的で利用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同   左 

  

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

 （3）ヘッジ方針 

対象資産、負債の範囲内で取

り組んでおり、投機的な取引

は行わない方針であります。 

当社では、デリバティブ取引

に関する管理方針である「市

場リスク管理規定」に基づ

き、取引実施部署において厳

正な管理を行い、内部牽制機

能が有効に作用する体制をと

っております。 

（3）ヘッジ方針 

   同   左 

  

（3）ヘッジ方針 

同   左 

 （4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引… 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの、ヘッジ手段及び

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計額を比較する

方法によっております。な

お、特例処理を採用している

金利スワップについては、有

効性の判定を省略しておりま

す。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜き方式を採用しておりま

す。ただし、固定資産に係る控

除対象外消費税等は投資その他

の資産の「その他」に計上し、

法人税法の規定する期間と同一

の期間にわたり償却しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

    同   左 

消費税等の会計処理 

同   左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これにより税金等調整前中間純利益が

1,824百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき当該各資産

の金額から直接控除しております。 

  

        ───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用しており

ます。 

これにより税引前当期純利益が1,824百万円

減少しております。 

なお、今回の減損物件については、平成18

年３月31日現在全て売却済みであります。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は10,411百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において流動負債の「その他」に含めて表示してお

りました「未払法人税等」は、負債資本の合計額の100分の1を超え

たため区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間における「未払法人税等」は85百万円であり

ます。 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において流動負債の「その他」に含めて表示してお

りました「預り金」は、負債純資産の合計の100分の５を超えたため

区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間における「預り金」は884百万円であります。



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

11,254百万円 12,087百万円 11,661百万円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円） 

預  金 963 
短期借入金 5,357 

建  物 6,469 

土  地 18,115 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

23,583 

投資有価証券 1,013 

合 計 26,561 合 計 28,941 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円）

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 378 
短期借入金 6,434 

建  物 6,313 

土  地 17,445 長期借入金 
（一年以内返
済分含む）

23,135 

投資有価証券 634 

合 計 24,770 合 計 29,569 

担保提供資産 
担保権によって担保され
ている債務 

区 分 
帳簿価額 
（百万円） 

区 分 
期末残高 
（百万円）

預  金 823 
短期借入金 3,085 

建  物 6,468 

土  地 17,445 長期借入金 
（一年以内返
済分含む） 

26,536 

投資有価証券 815 

合 計 25,551 合 計 29,621 

※３ 仮受消費税等及び仮払消費税等は、相

殺のうえ金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

※３ 仮受消費税等及び仮払消費税等は、相

殺のうえ金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。 

※３       ───── 

 ４ 保証債務  ４ 保証債務  ４ 保証債務 

㈱車検館（関係会社）

の仕入債務 
3百万円 

㈱エース・オートサー

ビス（関係会社）の借

入金 

110百万円 

三生興産㈱（関係会

社）の借入金 
365百万円 

㈱エース・オートリー

ス（関係会社）の借入

金 

7,700百万円 

東京日産ドライビング

カレッジ㈱（関係会

社）の社債 

1,300百万円 

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
26百万円 

合 計 9,504百万円 

㈱車検館（関係会社）

の仕入債務 
2百万円

㈱エース・オートリー

ス（関係会社）の借入

金 

13,100百万円

東京日産ドライビング

カレッジ㈱（関係会

社）の社債 

1,200百万円

T.N.C.オートモーティ

ブ会社 
300百万円

従業員財形貯蓄住宅資

金制度の利用者 
22百万円

合 計 14,624百万円

㈱車検館（関係会社）

の仕入債務 
4百万円

㈱エース・オートリー

ス（関係会社）の借入

金 

7,400百万円

㈱エース・オートサー

ビス（関係会社）の借

入金 

100百万円

東京日産ドライビング

カレッジ㈱（関係会

社）の私募債 

1,250百万円

従業員財形貯蓄住宅資

金制度 
24百万円

合 計 8,778百万円

 



前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 ５ 平成13年11月16日付の契約で、当社所

有の杉並土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,140百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

15年２月に完成しております。 

 ５     同   左  ５     同   左 

 ６ 平成14年11月28日付の契約で、当社所

有の荒川土地を財団法人民間都市開発

推進機構に1,150百万円で譲渡してお

ります。なお、当該土地は契約締結日

から７年以内の間に民間都市開発の推

進に関する特別措置法等に定めるとこ

ろに従い、買い取りの請求があった場

合は、当社が同機構から譲り受ける予

定であります。また、建物等は、平成

17年２月に完成しております。 

 ６     同   左  ６     同   左 

７      ───── ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約及

び貸出コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

７      ───── 

 当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

8,000百万円

借入実行残高 900百万円

差引額 7,100百万円

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要な項目 ※１ 営業外収益のうち主要な項目 ※１ 営業外収益のうち主要な項目 

受取利息 6百万円 

受取配当金 27百万円 

受取利息 7百万円 

受取配当金 21百万円 

受取利息 

受取配当金 

12

72

百万円 

百万円 

※２ 営業外費用のうち主要な項目 ※２ 営業外費用のうち主要な項目 ※２ 営業外費用のうち主要な項目 

支払利息 445百万円 支払利息 378百万円 支払利息 774百万円 

※３ 特別利益のうち主要な項目 ※３ 特別利益のうち主要な項目 ※３ 特別利益のうち主要な項目 

固定資産売却益 9,695百万円 貸倒引当金戻入益 42百万円 投資有価証券売却益 1,029百万円 

固定資産売却益 9,724百万円 

※４ 特別損失のうち主要な項目 ※４ 特別損失のうち主要な項目 ※４ 特別損失のうち主要な項目 

関係会社整理損失引

当金繰入額 

4,160百万円 

貸倒引当金繰入額 950百万円 

固定資産除却・売却

損 

3,408百万円 

減損損失 1,824百万円 

投資評価引当金 

繰入額 

2,887百万円 

貸倒引当金繰入額 1,396百万円 

減損損失 1,534百万円 

関係会社整理損 4,160百万円 

貸倒引当金繰入額 1,314百万円 

固定資産除却・売却

損 
3,526百万円 

減損損失 1,824百万円 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 532百万円 

無形固定資産 27百万円 

有形固定資産 492百万円 

無形固定資産 34百万円 

有形固定資産 1,109百万円 

無形固定資産 59百万円 

６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

当社は、管理会計上の区分に従い、主

として店舗ごとに資産グループ化を行

っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

(江東区) 
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803 

長野県 

(安曇野

市) 

遊休資産 土 地 21 

６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

当社は、管理会計上の区分に従い、主

として店舗ごとに資産グループ化を行

っております。 

組織変更に伴い資産グループを見直し

た結果、資産性が著しく低下した上記

物件の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（1,534

百万円）として特別損失に計上しまし

た。 

なお、当資産グループの回収可能性価

額は使用価値により測定しており、将

来キャッシュフローを3.57％で割り引

いて算定しております。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

(世田谷

区) 

店 舗 土地 1,534 

６ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上し

ております。 

当社は、管理会計上の区分に従い、主

として店舗ごとに資産グループ化を行

っております。 

継続的な地価の下落により、資産性が

著しく低下した上記の２物件の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,824百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

なお、当該店舗は平成17年９月30日に

売買契約を締結し、平成18年３月末日

に物件引渡しを行う予定のため、実際

の売却価額を正味売却額としておりま

す。その内訳は、土地（1,512百万

円）、建物等（291百万円）でありま

す。また、遊休資産については、固定

資産税評価額により評価しておりま

す。 

場 所 主な用途 種 類 
減損損失

(百万円) 

東京都 

(江東区)
店 舗 

土地及び 

建物等 
1,803 

長野県 

(安曇野

市) 

遊休資産 土 地 21 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

    自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,837株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

（リース取引関係） 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

   普通株式 （注） 32,775 1,837 － 34,612 

合計 32,775 1,837 － 34,612 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借 手 側） （借 手 側） （借 手 側） 

１．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１ 年 内 47百万円 

１ 年 超 47百万円 

合 計 95百万円 

１ 年 内 47百万円 

１ 年 超 －百万円 

合 計 47百万円 

１ 年 内 47百万円 

１ 年 超 23百万円 

合 計 71百万円 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社で時価のあるもの 

（注）関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社で時価のあるもの 

（注）関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社で時価のあるもの 

（注）関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 時 価（百万円） 差 額（百万円） 

子会社株式 339 2,338 1,999 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 時 価（百万円） 差 額（百万円） 

子会社株式 339 1,540 1,201 

 貸借対照表計上額（百万円） 時 価（百万円） 差 額（百万円） 

子会社株式 339 2,657 2,318 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第94期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

平成18年11月２日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（当社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の

発生）に基づく臨時報告書であります。 

平成18年11月22日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に

著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告書であります。 

平成19年１月４日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に

著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告書であります。 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第93期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成19年１月15日関東財務局長に提出。 

(4）半期報告書の訂正報告書 

事業年度（第94期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成19年１月15日関東財務局長に提出。 

(5）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第94期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成19年１月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る半期報告書の訂正報告書の訂正後の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の訂正後の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１. 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、連結子会社においてシステム間の連動状況の問題か

ら、子会社の経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず決算処理を行

っていた。それに伴い、会社は中間連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の中間連結財務諸表について

再度監査を行った。この訂正の結果、営業利益が486百万円減少、経常損失が486百万円増加、税金等調整前中間純利益

及び中間純利益が486百万円増加し、利益剰余金及び資本合計が747百万円減少している。 

２. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は純資産および連結純資産が借入時に比して大幅に減少し、連結営

業損失が３期（決算期および中間期ごとに１期とする。）連続することにより、シンジケートローン契約、およびコミッ

トメントライン契約の財務制限条項に抵触する事実が発生した結果、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第94期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る半期報告書の訂正報告書の訂正後の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人の中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の訂正後の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社東日カーライフグループの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１. 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、子会社においてシステム間の連動状況の問題から、子

会社の経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず決算処理を行ってい

た。それに伴い、会社は中間財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の中間財務諸表について再度監査を行っ

た。この訂正の結果、税引前中間期純利益が460百万円減少、中間純利益が460百万円増加し、利益剰余金及び資本合計

が721百万円減少している。 

２. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第95期事業年度の中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社東日カーライフグループの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は純資産および連結純資産が借入時に比して大幅に減少し、連結営

業損失が３期（決算期および中間期ごとに１期とする。）連続することにより、シンジケートローン契約、およびコミッ

トメントライン契約の財務制限条項に抵触する事実が発生した結果、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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